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１． 法令の略称は、次による。 

所法・・・・・・所得税法 

所令・・・・・・所得税法施行令 

所規・・・・・・所得税法施行規則 

所基通・・・・・所得税基本通達 

措法・・・・・・租税特別措置法 

措令・・・・・・租税特別措置法施行令 

措規・・・・・・租税特別措置法施行規則 

改正法附・・・・所得税法等の一部を改正する法律附則 

２． 条項等の表示は、次による。 

１、２ ＝条番号 

③、④ ＝項番号 

五、六 ＝号番号 
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１ 医療費控除の計算 

自己や自己と生計を一にする配偶者その他の親族のためにその年中に支払った医療費がある場合は、次の算式によって計算した金

額を医療費控除額として所得金額から控除することができます（所法73①）｡ 

なお、「その年中に支払った医療費」とは、医療費控除の申告をする年分に実際に支払ったものに限られ、未払となっている医療費

については､実際に支払った年の医療費控除の対象となります｡ 

また、一定の要件を満たす場合には、選択によりセルフメディケーション税制（下記７参照）の適用を受けることができます（通常

の医療費控除との併用はできません。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医療費控除の対象となる医療費 

 次のものは、医療費控除の対象となります（所法73②、所令207、所規40の３、所基通73-３）｡ 

（１）次のものの対価のうち、その病状やサービスの提供状況に応じて一般的に支出される水準を著しく超えない部分の金額 

イ 医師又は歯科医師による診療又は治療 

ロ 治療又は療養に必要な医薬品の購入 

ハ 病院、診療所（介護老人保健施設、介護医療院、指定介護療養型医療施設、指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人

福祉施設を含みます。）又は助産所へ収容されるための人的役務の提供 

ニ 治療のためのあん摩マッサ－ジ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師などによる施術 

ホ 保健師、看護師、准看護師又は療養上の世話を受けるために特に依頼した者から受ける療養（在宅療養を含みます｡）上の世話 

 

そ の 年 中 

に 支 払 っ た 

医療費の総額 

保険金などで 

補 填 さ れ る 

金 額 

 

10 万円 

 

その年分の総所得金額 

等が 200 万円以下の人は 

総 所 得 金 額 等 の ５ ％ 

医 療 費 控 除 額 

（最高 200 万円） 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

＝ 
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なお、傷病により寝たきり等の状態にある者（身体障害者）の在宅療養に係る一定の介護に係る在宅介護サービス又は訪問入浴

サービスを含みます。 

また、介護保険制度下での居宅サービスについては下記（６）のとおりです。 

ヘ 助産師による分べんの介助 

ト 介護福祉士による喀痰吸引等及び認定特定行為業務従事者による特定行為 

（２）次のような費用で、医師等による診療等を受けるため直接必要なもの 

イ 通院費用、入院の対価として支払う部屋代や食事代の費用、医療用器具等の購入代や賃借料の費用で、通常必要なもの 

ロ 自己の日常最低限の用をたすために供される義手、義足、松葉づえ、補聴器、義歯等の購入の費用 

ハ 身体障害者福祉法、知的障害者福祉法などの規定により都道府県又は市町村に納付する費用のうち、医師等の診療費用やイ及び

ロの費用に相当するもの 

（注）上記イないしハに掲げる費用は、医師等による診療や治療などのために直接必要なものに限られますので、例えば、症状が固 

定し、治療等の必要がなくなった後において、日常最低限の用をたすために供される義足等の購入費用などは、医療費控除の対 

象となる医療費に含まれないことになります。 

（３）障害者総合支援法制度の下で提供される居宅介護、重度訪問介護等の一定の障害福祉サービスの対価 

（４）特定健康診査の結果が高血圧症等と同等の状態である者に対して行われる特定保健指導に係る対価（所規40の３①二） 

（５）治療用の眼鏡 

治療用の眼鏡については、医療費控除の対象となります。 

   ただし、その購入費用に係る領収書に基づき記載した医療費控除の明細書のほか、次に掲げる事項が明確に掲載された医師によ 

る処方箋の写しが必要となります。 

  イ 白内障等一定の疾病名 

  ロ 治療を要する症状であること 

（６）介護保険制度の下で提供される施設・居宅のサービス等の対価 

介護保険制度の下で提供される施設・居宅のサービス等のうち一定のものの対価は医療費控除の対象となるところ、その取扱いに

ついては次表のとおりです。 

なお、領収証等には、医療費控除の対象となる金額が記載されることとなっています（様式１参照）。 



- 3 - 
 

 

（７）医師による治療を受けるために直接必要なおむつに係る費用 

傷病によりおおむね６か月以上寝たきりの状態であり、その傷病について医師の治療を受けている人のおむつ代（紙おむつの購入 

費用及び貸おむつの賃借料）は、｢おむつ使用証明書｣（様式２参照）により、医師による治療を受けるため直接必要な費用であるこ

とが明らかにされた場合には、医療費控除の対象となります。 

 【令和５年分以前】 
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おむつ代について医療費控除を受けるのが２年目以降である場合、医師が発行したおむつ使用証明書がなくとも、①市町村が介

護保険法に基づく要介護認定に係る主治医意見書の内容を確認した書類、又は、②主治医意見書の写し（様式３及び４参照）によ

り、おむつ使用証明書に代えることができます。 

※ 上記の①又は②については、おむつを使用した当該年、その前年又はその前々年（現に受けている要介護認定の有効期間が 

13ヶ月以上であり、おむつを使用した当該年に主治医意見書が発行されていない場合に限ります。）に作成された主治医意見

書であり、「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）」の記載が「Ｂ１、Ｂ２、Ｃ１、又はＣ２」かつ「尿失禁の発生可

能性」の記載が「あり」の場合に、おむつ使用証明書の代わりとして認められます。 

   【令和６年分以降】 

    おむつ代について医療費控除を受ける者が、次の１又は２に掲げる者の区分に応じて、それぞれ１又は２に掲げる要件を満た 

す場合には、医師が発行したおむつ使用証明書がなくとも、介護保険法の規定に基づく主治医意見書の内容を市町村が確認した書 

類又はその主治医意見書の写し（様式３及び４参照）により、寝たきり状態にあること、及び失禁への対応としてカテーテルを使 

用していること又は尿失禁が発生している若しくはその発生可能性があることが確認できれば、おむつ使用証明書に代えること 

ができます。 

   イ おむつ代について医療費控除を受けるのが１年目である者 

     その者がおむつを使用した当該年に現に受けていた要介護認定、及び当該認定を含む複数の要介護認定（有効期間が連続し

ているものに限ります。）で、それらの有効期間（当該年以降のものに限ります。）を合算して６か月以上となるものの審査に

当たり作成された主治医意見書（当該複数の認定に係る全てのもの）において、「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）」

がＢ１、Ｂ２、Ｃ１、若しくはＣ２（寝たきり）であり、かつ、「失禁への対応」としてカテーテルを使用していること又は尿

失禁が「現在あるかまたは今後発生の可能性の高い状態」であること。 

※  上記の要件を満たす主治医意見書に係る要介護認定の有効期間（当該年以降のものに限ります。）における使用に係るお

むつ代のみ医療費控除の対象として認められること。 

   ロ おむつ代について医療費控除を受けるのが２年目以降である者 

     おむつを使用した当該年に作成された主治医意見書（当該年に主治医意見書が作成されていない場合は、当該年に現に受け

ていた要介護認定（有効期間が13ヶ月以上のものに限る。）の審査に当たり作成された主治医意見書）において、上記１に掲げ

る事項の記載があること。 
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（注） 昭62.12.24直所３-12「おむつに係る費用の医療費控除の取扱いについて」 

     平14.６.25課個２-13「おむつに係る費用の医療費控除の取扱い（「おむつ使用証明書」に代えた簡易な証明手続等）につい 

て（法令解釈通達）」 

（８）治療上必要なストマ用装具の購入費用 

人工肛門のストマ（排泄孔）又は尿路変向（更）のストマをもつ者が購入する治療上必要なストマ用装具を購入した場合の費用は、 

医療費控除の対象になります。 

   なお、治療を行っている医師が証明した「ストマ用装具使用証明書」（様式５参照）は、原則として確定申告書に添付するか、確 

定申告の際に提示する必要があります。 

（注）平元.７.13直所３-12「ストマ用装具に係る費用の医療費控除の取扱いについて」 

（９）治療のために利用した温泉利用型健康増進施設の利用料金 

医師が治療のために、患者に対し、温泉利用型健康増進施設として厚生労働大臣の認定を受けた施設を利用した温泉療養を行わせ 

た場合の当該認定施設の利用料金は、医療費控除の対象になります。 

   なお、医師が作成した「温泉療養証明書」（様式６参照）は、原則として確定申告書に添付するか、確定申告の際に提示する必要 

があります。 

（注）平２.３.27直所３-２「温泉利用型健康増進施設の利用料金の医療費控除の取扱いについて」 

（10）診療等のために直接必要な補聴器の購入費用 

一般社団法人耳鼻咽喉科学会が認定した補聴器相談医が、「補聴器適合に関する診療情報提供書（2018）」（様式７参照）により、 

補聴器が診療等のために直接必要である旨を証明している場合には、当該補聴器の購入費用（一般的に支出される水準を著しく超え

ない部分の金額に限ります。）は、医療費控除の対象になります。 

この場合、確定申告に当たっては、その購入費用に係る領収書に基づき記載した医療費控除の明細書のほか、「補聴器適合に関す 

る診療情報提供書（2018）」が必要となります。 

（11）後発医薬品がある医薬品で、一部の先発医薬品の処方等又は調剤を希望した際に支払う「特別の料金」（令和６年10月から） 

   「特別の料金」については、対象となる先発医薬品の価格の一部に相当する金額を支払うものであることから、医療費控除の対象

である「治療又は療養に必要な医薬品の購入の対価」に該当します。また、当該先発医薬品の処方等又は調剤の対価については、医

師等の処方等又は調剤の下に購入されるものであること等に鑑み、「一般的に支出される水準を著しく超えない部分の金額」に該当

するため、医療費控除の対象となります。 
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   確定申告において、マイナポータル連携により取得する「医療費通知情報」や、各医療保険者等が発行する「医療費のお知らせ」

等の保険診療に係るものに限ってその金額が記載される書類等を利用して医療費控除を適用する場合には、「特別の料金」が保険適

用外部分の金額であることから、これらの書類や電子データに記載される金額には「特別の料金」が含まれないこととなります。こ

のため、これらの書類や電子データを利用する場合には、別途、領収証から「特別の料金」の額を集計し、医療費の額に算入する必

要があります。この「特別の料金」の額は、領収書（様式８参照）のように記載されております。 

 

３ 医療費控除の対象とならないもの 

 次のような費用は医療費控除の対象にはなりません。 

（１）人間ドックなどの健康診断や特定健康診査の費用（ただし、健康診断の結果、重大な疾病が発見され、かつ、引き続きその疾病の

治療を受けるとき、又は特定健康診査を行った医師の指示に基づき一定の特定保健指導を受けるときの当該費用は医療費控除の対

象となる医療費に含まれます。)（所基通73-４） 

（２）容姿を美化し、又は容ぼうを変えるなどの目的で支払った整形手術の費用（所基通73-４） 

（３）健康増進や疾病予防などのための医薬品の購入費（所基通73-５） 

（４）親族に支払う療養上の世話の費用 

（５）医師による診療等を受けるために直接必要としない一般的な近視、遠視のための眼鏡や補聴器等の購入費（所基通73-３） 

 

４ 保険金などで補填される金額 

 次のようなものは､支払った医療費から差し引きます（所基通73-８）｡ 

（１）社会保険や共済に関する法律その他の法令の規定に基づき医療費の支払の事由を給付原因として支給を受ける給付金 

 例えば、健康保険法の規定により支給を受ける療養費、移送費、出産育児一時金、家族出産育児一時金、家族療養費、家族移送費、

高額療養費、高額介護合算療養費など 

（２）損害保険契約や生命保険契約等に基づき医療費の補填を目的として支払を受ける傷害費用保険金や医療保険金、入院費給付金な

ど 

（３）医療費の補填を目的として支払を受ける損害賠償金 

（４）任意の互助組織から医療費の補填を目的として支払を受ける給付金 
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（注）１ 保険金などで補填される金額は、その給付の目的となった医療費の金額を限度として差し引きますので、引ききれない金額

が生じた場合であっても他の医療費からは差し引きません。 

２ 保険金などで補填される金額が、医療費を支払った年分の確定申告書を提出する時までに確定していない場合には、その補

填される金額の見込額を支払った医療費から差し引きます（所基通73-10）。 

なお、後日、補填される金額を受け取ったときに、その額が見込額と異なる場合には修正申告（見込額より受領額の方が多

い場合）又は更正の請求（見込額より受領額の方が少ない場合）の手続により訂正することになります｡ 

 

５ 医療費控除を受けるための手続 

 医療費控除の適用を受けるためには、確定申告書の所定の欄に、医療費控除に関する事項を記載した上で、①医療費の支出を証明す

る書類（領収書）に基づき、医療費の額など定められた事項（注１）の記載がある医療費控除の明細書又は②医療保険者（注２）若し

くは審査支払機関（注３）（以下「医療保険者等」といいます。）から交付を受けた医療費通知書（注４）（以下、医療費控除の明細

書と医療費通知書を併せて「医療費明細書等」といいます。）を確定申告書に添付し、納税地を所轄する税務署に提出することが必要

です（所法120④、所規47の２⑧⑨）（注５）。 

なお、医療費控除の明細書の記載内容を確認するため、税務署長は、確定申告期限等から５年間、医療費の領収書（医療費通知書に

係るものを除きます。）の提出又は提示を求めることができるとされています（所法120⑤）。そのため、医療費控除の明細書を用い

て申告した場合における医療費の領収書は、確定申告期限等から５年間、自宅等で保管する必要があります（注６、７）。 

（注）１ 医療費の額など定められた事項とは、次の事項をいいます。 

・ 医療費の額 

・ 診療等を受けた者の氏名 

・ 診療等を行った病院、診療所その他の者の名称又は氏名 

・ その他参考となるべき事項 

２ 医療保険者とは、医療保険各法の規定により医療に関する給付を行う全国健康保険協会、健康保険組合、市町村（特別区を 

含みます。）、国民健康保険組合、共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団及び高齢者の医療に関する法律に規定する後

期高齢者医療広域連合をいいます。 

３ 審査支払機関とは、社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会をいいます。 



- 8 - 
 

４ 医療費通知書とは、医療保険者等が発行する「医療のお知らせ」など医療費の額等を通知する書類で、次に掲げる所定の事

項が記載されたものをいいます。 

     ・ 被保険者等の氏名 

     ・ 療養を受けた年月 

     ・ 療養を受けた者 

     ・ 療養を受けた病院、診療所、薬局等の名称 

     ・ 被保険者等が支払った医療費の額 

     ・ 保険者等の名称 

なお、医療費通知書に所定の事項の記載がされていない場合には、医療費控除の明細書の作成が必要となります。 

また、これらの医療保険者等が交付する医療費通知書には、インターネットを使用して医療保険者等から通知を受けた医療

費通知情報でその医療保険者等の電子署名及びその電子署名に係る電子証明書が付されたもの並びに医療費通知書に記載す

べき事項が記録された電磁的記録を一定の方法により印刷した書面（ＱＲコード付証明書）を含みます。 

５ 経過措置として、平成29年分から令和元年分までの確定申告については、医療費明細書等の添付ではなく、医療費の領収書

の添付又は提示によることもできます（平29改正法附７）。 

６ 電子申告（e-Tax）により確定申告を行う場合には、医療費控除の明細書の記載事項を入力して送信することで、医療費控

除の明細書の添付に代えることができます。 

また、令和３年分以後の確定申告においては、電子申告（e-Tax）により確定申告を行う場合、医療費通知書の記載事項を

入力して送信することで、医療費通知書の添付に代えることができます。この場合、税務署長は、確定申告期限等から５年間、

医療費通知書の提出又は提示を求めることができるとされています。そのため、添付を省略した医療費通知書は、確定申告期

限等から５年間、自宅等で保管する必要があります。 

７ 上記２の費用に係る「おむつ使用証明書」などの各種証明書については、原則として確定申告書に添付するか、確定申告書 

の提出の際に提示する必要がありますが、これらの書類に記載された①証明年月日、②証明書の名称及び証明者の名称（医療

機関名等）を医療費控除の明細書の適宜の欄又は欄外余白などに記載することで添付又は提示を省略しても差し支えありま

せん。この場合、添付等を省略した証明書などは、確定申告期限等から５年間、自宅等で保管する必要があります。 
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【参考】令和３年分以後の確定申告における医療費通知書の取扱い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「確定申告書等作成コーナー」のマイナンバーカード方式による e-Tax を利用する際に、「マイナポータル連携」によりマイナ

ポータル経由で審査支払機関が発行する「医療費通知情報」データ（XML 形式）を取得し、確定申告書へ自動入力することができ

ます。 

この場合に、当該「医療費通知情報」を確定申告書データとともに添付書類データとして送信すれば、当該「医療費通知情報」

に含まれる領収書を保存する必要はありません。 
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６ 誤りやすい事例 
  
 

 １ 数年分の医療費を同じ年分で医療費控除の申告をしている。 

   医療費控除の対象となる医療費は、各年分においてその年中に支払った当該医療費の金額であるから、支払日により区分する。 

 

 
 

２ 生計を一にしていない親の入院費を子が支払った場合、その入院費を子の医療費控除の対象に含めている。 

   医療費控除は、「自己又は自己と生計を一にする配偶者その他の親族」に係る医療費に限られる（所法73①、所基通73-１）。 

 

  

３ 別居していた父親が死亡し、その後、当該父親に対する医療費の請求があり相続人が支払った。父親の入院費であるとして、父

親の準確定申告の際に、医療費控除の対象としている。 

  その年の医療費控除の対象となる医療費は、その年中に実際に支払った金額に限られ、未払の医療費は現実に支払われるまで

控除の対象にならない（所基通73-２）。 

したがって、被相続人の死亡後に支払われた医療費は、たとえ相続財産で支払われた場合であっても被相続人が支払ったことにはならないの

で、被相続人の準確定申告上、医療費控除の対象とすることはできない。 

 

 

  

４ 人間ドック費用（異常が発見されない場合）を医療費控除として申告した。 

   人間ドックその他の健康診断のための費用は、医療費控除の対象とならない。 

    しかし、健康診断等の結果、重大な疾病が発見され、かつ、その健康診断に引き続きその疾病の治療を行った場合、その健康

診断費用は医療費控除の対象となる（所基通73-４）。 
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５ 医薬品購入に係る書類が薬局のレシートのみであるなど、内容が不明である。 

   医薬品に該当するものであっても、疾病の予防又は健康増進のために供されるものの購入の対価は医療費に該当しないため、

購入品目等に留意する（所基通73-５）。 

 

 

  

６ 出産育児一時金、高額療養費などの健康保険や生命保険からの入院給付金等により補填される金額があるにもかかわらず控除

していない。 

 明らかに補填金があると思われるものは、申告の時点で未収のものであっても見込額を控除する（所法73①、所基通73-10）。 

なお、出産手当金、傷病手当金などは、補填金に該当しないので控除する必要はない（所基通73-９）。 

   （注）市町村等から「お祝金」として支給されるものの中にも、国民健康保険法に基づく給付補填金に該当するものがあること

に留意する。 

 

  

 ７ 支払った医療費の額を上回る補填金の額を他の医療費から差し引いている。 

   保険金などで補填される金額は、その給付の目的となった医療費の金額を限度として差し引くため、引き切れない金額がある

場合でも、他の医療費から差し引かない。 
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７ セルフメディケーション税制（医療費控除の特例）について 

（１）概要 

平成 29 年１月１日から令和８年 12 月 31 日までの間に、健康の保持増進及び疾病の予防への取組として一定の取組を行う居住者

が、自己又は自己と生計を一にする配偶者その他の親族に係る特定一般用医薬品等の購入の対価を支払った場合は、次の計算式によ

って計算した金額を控除額として所得金額から控除することができます（措法 41 の 17）。 

なお、本特例の適用を受ける場合には、従来の医療費控除の適用を受けることができません。 

 

 

 

 

 

 

（２）セルフメディケーション税制を受けられる者 

この特例を受けられる者は「居住者」で、かつ、その年中に健康の保持増進及び疾病の予防への取組として、一定の取組（以下「取

組」といいます。）を行っている者とされています（措法 41 の 17①）。なお、ここでいう取組とは、具体的には、告示において、次

に掲げる取組とされています（措令 26 の 27 の２①⑦、平成 28 年３月厚生労働省告示第 181 号）。 

  イ 健康診査（保険事業や健康増進事業として行われる人間ドックなど） 

  ロ 予防接種（インフルエンザの予防接種又は定期予防接種） 

  ハ 勤務先で実施する定期健康診断（いわゆる事業主健診） 

  ニ 高齢者の医療の確保に関する法律第 20 条の規定に基づき行われる特定健康診査（いわゆるメタボ健診など）又は同法第 24 条

の規定に基づき行われる特定保健指導 

  ホ がん検診（市町村が健康増進事業として行う乳がん、子宮がん検診など） 

なお、居住者（この特例の控除を受ける者）が取組を行うことが要件とされており、その者と生計を一にする配偶者その他の親族

が取組を行うことは要件とされていません。 

（３）適用対象となる医薬品の範囲 

   セルフメディケーション税制の対象となる特定一般用医薬品等購入費とは、次の医薬品である一般用医薬品等（新医薬品に該当 

 

そ の 年 中 に 支 

払 っ た 特 定 一 般 用 医 

薬 品 等 購 入 費 の 総 額 

保険金などで 

補 填 さ れ る 

金 額 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

１万２千円 

 

 

＝ 

 

セルフメディケーション 

税制に係る医療費控除額 

（ 最 高 ８ 万 ８ 千 円 ） 
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するもの及び人の身体に直接使用されることのないものを除きます。）の購入の対価をいいます。（措法 41 の 17、措令 26 の 27 の

２、令３厚生労働省告示第 251 号および第 253 号、令３改正法附 38） 

イ 平成 29 年１月 1 日から令和３年 12 月 31 日までに購入したもの 

  次の医薬品のうち、医療用薬剤との代替性が特に高いものとして厚生労働大臣が財務大臣と協議して定めるもの 

（イ） その製造販売の承認の申請に際して既に承認を与えられている医薬品と有効成分、分量、用法、用量、効能、効果等が明

らかに異なる医薬品 

（ロ） その製造販売の承認の申請に際して(１)の医薬品と有効成分、分量、用法、用量、効能、効果等が同一性を有すると認め

られる医薬品 

  ロ 令和４年１月 1日から令和８年 12 月 31 日までに購入したもの 

（イ） 次の医薬品のうち、医療用薬剤との代替性が特に高いもの（令和８年１月１日以降に購入したものについては、その使用

による医療保険療養給付費の適正化の効果が低いと認められる医薬品を除く。）として厚生労働大臣が財務大臣と協議して

定めるもの 

Ａ その製造販売の承認の申請に際して既に承認を与えられている医薬品と有効成分、分量、用法、用量、効能、効果等が明 

らかに異なる医薬品 

Ｂ その製造販売の承認の申請に際してイの医薬品と有効成分、分量、用法、用量、効能、効果等が同一性を有すると認めら 

れる医薬品 

（ロ） その製造販売の承認の申請に際して（イ）の医薬品と同種の効能又は効果を有すると認められる医薬品のうち、その使用

による医療保険療養給付費の適正化の効果が著しく高いと認められるものとして厚生労働大臣が財務大臣と協議して定め

るもの 

  ※ セルフメディケーション税制の対象とされるスイッチОＴＣ医薬品およびスイッチОＴＣ医薬品以外の一般用医薬品の具体的

な品目一覧は、厚生労働省ホームページの「対象品目一覧」に掲載されています。 

（４）確定申告の手続等 

この特例の適用を受けるためには、確定申告書の所定の欄にこの特例の適用に関する事項を記載した上で、次のイの明細書を確定

申告書に添付して納税地を所轄する税務署に提出することが必要です（措法 41 の 17④、措法 41 の 17④による読み替え後の所法 120

④、措規 19 の 10 の２）。 
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なお、令和２年分以前の確定申告において、この特例の適用を受けるためには、次のイの明細書（イ（ハ）ないし（ヘ）の事項が

記載されたもの。）を確定申告書に添付するとともに、次のロの書類（健診等に係る結果通知表等は、健診結果部分を黒塗りなどし

た写しでも差し支えありません。）を確定申告書に添付するか、又は確定申告書の提出の際に提示する必要があります。 

  イ この特例の対象となる特定一般用医薬品等購入費の領収書（その領収した金額のうち、特定一般用医薬品等購入費に該当する

ものの金額が明らかにされているものに限ります。）に基づく、次の事項の記載がある明細書 

（イ） 取組の名称 

（ロ） 取組に係る事業を行った保険者、事業者若しくは市町村の名称又は取組に係る診察を行った医療機関の名称若しくは医師 

の氏名 

（ハ） 特定一般用医薬品等購入費の額 

（ニ） 特定一般用医薬品等の販売を行った者の氏名又は名称 

（ホ） その特定一般用医薬品等の名称 

（ヘ） その他参考となるべき事項 

  ロ この特例の適用を受ける居住者がその年中に取組を行ったことを明らかにする書類で、次に掲げる事項の記載があるもの 

  （イ） 氏名 

  （ロ） 取組を行った年 

  （ハ） 取組に係る事業を行った保険者、事業者若しくは市町村の名称又は取組に係る診察を行った医療機関の名称若しくは医師 

の氏名 

（注）１ 経過措置として、平成 29 年分から令和元年分までの確定申告については、明細書等の添付ではなく、特定一般用医薬品

等購入費の領収書の添付又は提示によることもできます（平 29 改正法附 58）。 

２ 明細書の記載内容を確認するため、税務署長は、確定申告期限等から５年間、特定一般用医薬品等購入費の領収書及び取

組を行ったことを明らかにする書類の提出又は提示を求めることができるとされています（所法120⑤、措法41の17④）。

そのため、特定一般用医薬品等購入費の領収書及び取組を行ったことを明らかにする書類は、確定申告期限等から５年間、

自宅等で保管する必要があります。 
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８ 参考事項 

（１）高額療養費制度 

高額療養費制度とは、医療機関や薬局の窓口で支払った金額（入院費の食事負担や差額ベッド代等は含みません。）が歴月（月の

初めから終わりまで）で一定額を超えた場合に、その超えた金額が払い戻される制度です。 

加入している公的医療保険（健康保険組合・協会けんぽの都道府県支部・市町村国保・後期高齢者医療制度・共済組合等）や自治

体によって、独自の上限額や付加給付、医療費助成制度を設定している場合があります。 

また、世帯合算や多数回該当といった仕組みにより、さらに最終的な自己負担額が軽減される場合がありますので、厚生労働省ホ

ームページ等をご確認ください。 

（２）高額医療・高額介護合算療養費制度 

高額医療・高額介護合算療養費制度とは、医療保険各制度（被用者保険、国民健康保険、後期高齢者医療費制度）の世帯に介護保

険の受給者が存在し、世帯単位で医療保険と介護保険の自己負担額を合計した額が自己負担限度額（算定基準額）を超えた場合にお

いて、被保険者からの申請に基づき、その超えた金額が支給される制度です。 

高額医療費制度が「月」単位で負担を軽減するのに対し、合算療養費制度は、こうした「月」単位での負担軽減があっても、なお

重い負担が残る場合に「年」単位（期間：毎年８月１日～翌年７月 31 日）でそれらの負担を軽減する制度です。 

詳しくは、厚生労働省ホームページ等をご確認ください。 
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＜様式１＞ 

 

  

令和 

令和 
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令和 

令和 
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令和 

令和 
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令和 

令和 令和 
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＜様式２＞ 
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＜様式３＞ 

 【令和５年分以前】 
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 【令和６年分以降】 
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＜様式４＞ 

【令和５年分以前】 

 

 

 

 

 

 

  

令和 

（昭和・平成・令和   年  月  日頃） 

（昭和・平成・令和   年  月  日頃） 

（昭和・平成・令和   年  月  日頃） 

令和 
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【令和６年分以降】 
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＜様式５＞ 

 

  

令和 
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＜様式６＞ 

 

  



- 33 - 
 

＜様式７＞ 

 

  

令和 
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＜様式８＞ 

 

 

 



 
 

 

 


